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1. はじめに 

日本のメーカー（小売業から見た仕入先）は、伝統的に建値制度に基づき取引を行い、小売店における顧客への最終小売価格を決定し

てきたが、集客・販売能力の高い小売業者への販売促進の施策として、販売単価を下げる代わりにリベートを支払うという取引が頻繁に

行われてきた。一方、小売業者にとっても、リベートは仕入価格を抑えるための重要な手段の一つであり、様々な名目や契約形態により、

リベート取引を行っている。 

このようなリベート取引について、会計処理はどのように行うべきだろうか。 

本稿では、代表的なリベートの種類を説明した上で、リベート取引の会計処理について解説する。 

 

 

2. 代表的なリベートの種類 

リベートとは、仕入先との契約に基づいて、一定期間の仕入実績等に応じて受け取る仕入先からの返金や仕入金額の減額である。 

取引の都度、仕入金額から減額される「値引き」と異なり、一定期間後に支払われるという点に特色がある。 

仕入割戻の他、販売奨励金、販売助成金、協賛金など、さまざまな名目で支払われることがあり、典型的な契約形態としては、仕入実績

に比例して支払われるリベートや、達成リベートなどがある。 

 

代表的なリベートの種類は、以下の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リベート取引の会計処理 

有限責任監査法人トーマツ 

リベートの種類 内容 

仕入実績に比例して 
支払われるリベート 

一定期間の仕入実績に契約で決まった比率をかけて算出された金額がリベートとして
支払われる契約。実績の算定は、仕入数量、仕入金額いずれに基づく場合もある。 
達成リベートとの組み合わせで、一定量以上を仕入れたら、それを超える金額に比率を
かけてリベートを算出することもある。 

達成リベート 
あらかじめ契約によって決められた条件を満たした場合に支払われるリベート。ある 
一定期間にある一定以上の数量または金額を仕入れたら、一定金額のリベートが支払
われる契約などがある。 

特売期間中の販促のため
に支払われるリベート 

小売店の特売に合わせて、メーカーの販売量強化のために支払われるリベート。 
小売店はリベートを原資に大幅な値下げをして顧客への販促活動を行う。 

仕入先の要求を満たした
場合に支払われるリベート 

商品を売場の目立つ棚に陳列してもらうとリベートが支払われる契約、化粧品の販売員
に商品の教育を受けさせたらリベートが支払われる契約など。協賛金や販促協力金とし
ての性質をもつ契約であってもリベートとして契約することがある。 



3. リベート取引の会計処理 

リベート取引の会計処理は、一般に次のようになると考えられる。 

 

（1） 会計処理 

リベートは商品等の仕入に関連して支払われるものが多いと考えられることから、一般的には仕入高から控除することになる。 

また、リベートの対象となった商品が期末に在庫として残った場合には、原則としてリベートを棚卸資産と売上原価に配分することになる。 

ただし、リベートと期末在庫との対応づけが困難な場合も多く、期末在庫に配分される金額に重要性がない場合には、全額売上原価か

ら控除する処理を行うことも考えられる。また、リベートの内容によっては、販売費及び一般管理費の控除項目とすべき場合もあると考え

られるため、その経済実態に即した会計処理を行う必要がある。 

 

（2） 計上時期 

計上時期としては、リベートを受領することが確定し、金額を合理的に見積もることが出来るようになった時点で、計上することになる。 

たとえば、仕入実績に比例して支払われるリベートの場合、契約等で定められた算定基準に従って計算したリベートを、仕入計上を行っ

た会計期間に計上する。 

それ以外の形態のリベートについても、リベート契約で合意された条件を満たし、金額を合理的に見積もることができるようになった時点

で計上することになるが、算定基準が契約等で定められていない場合には、リベート金額の合理的な見積りが困難であることから、取引

先からのリベート金額の通知等を受領した時点でリベートを計上することになると考えられる。 

 

 

4. リベート取引の税務上の取り扱い 

リベート取引の税務上の取り扱いは、以下のように定められている。 

 

（ア） リベートの算定基準が契約その他の方法により明示的に決められており、またその算定基準が購入価額または購入数量に応じ

 て計算されるものである場合は、リベートは購入した日を含む事業年度に計上するものとされている（法人税基本通達2-5-4（1））。 

  

（イ） 上記以外のリベートについては、リベート金額の通知を受けた日を含む事業年度に計上するものとされている（法人税基本通達 

 2-5-4（2））。 

  

（ウ） ただし、リベートの受け取りに関し、契約等により一定期間は受け取れない（一定の要件等を満たすまで仕入先に支払義務が生じ

 ない）ことになっている場合には、上記（ア）や（イ）ではなく、実際に支払を受けた日（または買掛金等へ充当した日）を含む事業年

 度に計上することとされている（法人税基本通達2-5-5）。なお、法人が棚卸資産を購入した日の属する事業年度または相手方か

 ら通知を受けた日の属する事業年度のリベートとして経理している場合には、これを認めることとされている（法人税基本通達2-

 5-5）。 

 

また、リベートを上記（ア）から（ウ）の事業年度において計上しなかった場合、当該事業年度の総仕入高から控除することは認められず、

益金の額に算入することとなる（法人税基本通達2-5-6）。総仕入高から控除できないということは、棚卸資産にかかる分も益金になって

しまう（棚卸資産に配賦できない）ということであり、税務上は留意が必要と考えられる。 

 

なお、本文中の意見に関わる部分は、執筆者の私見であり、有限責任監査法人トーマツの公式見解ではない。 
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